
第87回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2020年 ４ 月 １ 日から）2021年 ３ 月31日まで

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款
第15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することにより
株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ６社
主要な連結子会社の名称 クニマイン株式会社

川崎鉱業株式会社
関ベン鉱業株式会社
クニミネマーケティング株式会社
KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD.
TRANS WORLD PROSPECT CORPORATION

② 非連結子会社の状況 該当する子会社はありません。
⑵ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。
⑶ 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD.及びTRANS WORLD PROSPECT CORPORATIONの
決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同決算日現在の計算書類を使用してお
ります。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有 価 証 券

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……………移動平均法による原価法

ロ．た な 卸 資 産
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ハ．デリバティブ
時価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

…………………当社及び国内連結子会社は定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～60年
機械装置及び運搬具 ２～14年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
…………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リ ー ス 資 産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ
る場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸 倒 引 当 金…………………期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞 与 引 当 金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。

ハ．閉山費用引当金…………………ベントナイト原鉱石の採掘終了後における鉱山の閉山に係る費用の支
出に備えるため、閉山費用見込額に基づき、当連結会計年度末におい
て発生していると認められる金額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理
国内及び海外連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務及び満期保有目的の外貨建債券は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。外貨建有価証券（その他有価証券）は、連結決算日の直
物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は全部純資産直入法により処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上
しております。
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⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理を行っております。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている契約
について、特例処理を行っております。なお、当連結会計年度末にお
いて対象としている取引はありません。

ロ．ヘッジ手段………………………為替予約取引等、金利スワップ
ハ．ヘッジ対象………………………外貨建債権債務（予定取引を含む）、借入金
ニ．ヘッジ方針………………………管理方針のもと、外貨建債権債務の範囲内において、為替変動リスク

をヘッジする目的で為替予約取引等を行っており、また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

ホ．ヘッジの有効性評価の方法……ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の
比率によって有効性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一の場合は、ヘッジの有効性の判定を
省略しております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等については、税抜方式によって処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年
度より適用し、会計上の見積りに関する注記を開示しております。

３．会計上の見積りに関する注記
閉山費用引当金
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 565,232千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
閉山費用引当金は閉山費用見込額を可採鉱量で除し、当連結会計年度までの累計採掘量を乗じた金額に
より計上しております。閉山費用見込額については、公共工事労務単価、環境緑化資材単価、燃料単価
等(以下、使用単価)を対象体積等に乗じることで算出を行っております。

② 主要な仮定
閉山費用引当金の算出において、対象体積の算出、可採鉱量の予測、使用単価などについて一定の仮定
に基づき決定しております。これらの仮定は過去の実績、物価変動等を考慮した最善の見積りと判断に
より決定しております。
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③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
閉山費用引当金に関する決定は、見積りに関する不可避的な不確実性を伴い、複雑であるほか、特に使
用単価は、将来の市況や物価変動などの要素に応じて変化するリスクが高く、急激な市況の変化や物価
の変動が起こった場合には、当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連結会計年度に係る連結計
算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）
新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響は概ね３年は続くとの仮定のもと、当連結会計年度末にお

いて、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
なお、当社グループへの影響に関しては、事業活動の停止等の重要な影響は生じておらず、今後もその状況

に大幅な変化はないものと仮定し、現時点では見積りに与える重要な影響はないと考えております。
しかしながら、同感染症による影響は不確実性要素が多いため、収束時期および経済環境への影響が変化し

た場合には、当社グループの財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 17,222,566千円
⑵ 有形固定資産の減損損失累計額 21,201千円
⑶ 国庫補助金等による圧縮記帳累計額 44,704千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 14,450,000株 －株 －株 14,450,000株
⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,548,395株 －株 －株 1,548,395株
⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
2020年６月26日開催の第86回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 387,048千円
・１株当たり配当額 30.0円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月29日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2021年６月29日開催の第87回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 387,048千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 30.0円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月30日

７．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、安全性及び流動性の高い預金・ＭＭＦ等の金融資産に限定し、
資金調達については、運転資金、設備投資資金とも銀行借入を基本とする方針であります。また、デリ
バティブについては、為替変動リスクや借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取
引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して、
当社グループは、与信管理規程に従い、各取引先の支払能力を定期的に判断して、取引先ごとに与信限
度額を設けており、債権事故が発生した場合の被害を最小限にするよう管理しております。
有価証券であるＭＭＦは、市場価格の変動リスクに晒されていますが、預金と同様の性格を有するもの
であり、実質的に元本の毀損のおそれがほとんどないものであります。
投資有価証券のうち、満期保有目的の債券は格付の高い債券を対象としているため、信用リスクは僅少
であります。また、株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的にその時価を把握し、管理しております。
営業債務である買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達であります。このうち長期借入金は、金利の変動リスクを回避するため、固定金利での借入を基
本としており、変動金利の長期借入金は現在ありません。
デリバティブ取引は、外貨建ての取引（予定取引含む）に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした為替予約取引等であります。その執行・管理については、取引権限を定めた金融市場リスク管理
規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格
付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成する等の方法により管理しております。
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③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２．参照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時 価（※） 差 額

⑴ 現金及び預金 9,382,901 9,382,901 －
⑵ 受取手形及び売掛金 4,386,398 4,386,398 －
⑶ 有価証券及び投資有価証券
①満期保有目的の債券 209,466 211,438 1,972
②その他有価証券 1,509,496 1,509,496 －
⑷ 買掛金 (876,595) (876,595) －
⑸ 長期借入金 (1,000,000) (1,004,923) △4,923
⑹ デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの － － －
②ヘッジ会計が適用されているもの 6,640 6,640 －

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注）１．１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴ 現金及び預金、並びに⑵ 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑶ 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価
格によっております。また、ＭＭＦは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑷ 買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
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⑸ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

⑹ デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
該当するものはありません。
②ヘッジ会計が適用されているもの
これらの時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額 268,001千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「⑶ 有価証券及び投資有価証券 ② その他有価証券」には含めており
ません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,505円26銭
⑵ １株当たり当期純利益 130円34銭
（注）１株当たり当期純利益の算定基礎は次のとおりであります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 1,681,639千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,681,639千円
期中平均株式数 12,901,605株

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）連結計算書類の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子 会 社 株 式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの………………移動平均法による原価法

② た な 卸 資 産……………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）

③ デリバティブ………………………時価法
⑵ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
……………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～47年
機械及び装置 ２～14年

無形固定資産（リース資産を除く）
……………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

リ ー ス 資 産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ
る場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。
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⑶ 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………………期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。

閉山費用引当金……………………ベントナイト原鉱石の採掘終了後における鉱山の閉山に係る費用の支
出に備えるため、閉山費用見込額に基づき、当事業年度末において発
生していると認められる金額を計上しております。

⑷ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務及び満期保有目的の外貨建債券は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。外貨建有価証券（その他有価証券）は、期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は全部純資産直入法により処理しております。

⑸ ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理を行っております。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている契約
について、特例処理を行っております。なお、当事業年度末において
対象としている取引はありません。

② ヘッジ手段…………………………為替予約取引等、金利スワップ
③ ヘッジ対象…………………………外貨建債権債務（予定取引を含む）、借入金
④ ヘッジ方針…………………………管理方針のもと、外貨建債権債務の範囲内において、為替変動リスク

をヘッジする目的で為替予約取引等を行っており、また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

⑤ ヘッジ有効性評価の方法…………ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の
比率によって有効性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一の場合は、ヘッジの有効性の判定を
省略しております。

⑹ その他の事項
消費税等については、税抜方式によって処理しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度よ
り適用し、会計上の見積りに関する注記を開示しております。

３．会計上の見積りに関する注記
閉山費用引当金
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額 88,075千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴の金額の算出方法、主要な仮定および翌年度の計算書類に与える影響については、連結注記表「３.会計上
の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

４．追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）
新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響は概ね３年は続くとの仮定のもと、当事業年度末におい

て、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
なお、当社への影響に関しては、事業活動の停止等の重要な影響は生じておらず、今後もその状況に大幅な

変化はないものと仮定し、現時点では見積りに与える重要な影響はないと考えております。
しかしながら、同感染症による影響は不確実性要素が多いため、収束時期および経済環境への影響が変化し

た場合には、当社の財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 14,217,852千円
⑵ 有形固定資産の減損損失累計額 21,201千円
⑶ 次の関係会社について、仕入先からの債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD. 41,497千円
⑷ 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 88,329千円
長期金銭債権 71,661千円
短期金銭債務 156,338千円

⑸ 国庫補助金等による圧縮記帳累計額 44,704千円
⑹ 取締役及び監査役に対する長期金銭債務
長期未払金は、2008年６月27日開催の第74回定時株主総会において承認可決された取締役及び監査役の
退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給にかかる債務であります。
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６．損益計算書に関する注記
関係会社との間の取引の明細
営業取引高
売上高 256,214千円
仕入高 1,324,476千円
その他の営業取引高 37,638千円
営業取引以外の取引高 10,750千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,548,395株

８．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
長期未払金 73,491千円
賞与引当金 44,510千円
未払事業税及び未払事業所税 32,334千円
閉山費用引当金 23,334千円
資産除去債務費用 8,497千円
その他有価証券評価差額金 5,376千円
たな卸資産評価損 5,233千円
減損損失 533千円
環境対策費用 377千円
貸倒引当金 26千円
その他 15,868千円

繰延税金資産小計 209,582千円
評価性引当額 △23,334千円
繰延税金資産合計 186,247千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △117,256千円
その他 △2,033千円

繰延税金負債合計 △119,289千円
繰延税金資産（△負債）の純額 66,958千円
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⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差が、法定実効税率の100分の5以下であ
るため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,369円10銭
⑵ １株当たり当期純利益 112円63銭
（注）１株当たり当期純利益の算定基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 1,453,064千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る当期純利益 1,453,064千円
期中平均株式数 12,901,605株

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）計算書類の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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